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第１号議案＜別紙配布＞ 

 

当 面 の 闘 争 方 針（案） 
 

 

  2. 賃金・労働条件改善をめぐる人勧期を中心とした取り組み 

   （一部抜粋） 

 

【2024人事院勧告にむけた人事院への要求

事項】 

1. 公務員連絡会方針を踏まえ、人事院に

対し、各課題について以下の通り求める

とともに、十分な交渉・協議、合意を求

めます。 

 (１) 公務員労働者の賃金について 

   ① 給与改定勧告にあたっては、全

職員に対する月例給の引き上げ勧

告を行うこと。 

   ② 一時金については、精確な調査

と官民比較を行い、支給月数を引

き上げるとともに、期末・勤勉の

適正な配分を行うこと。 

 (２) 「社会と公務の変化に応じた給与

制度の整備」について 

① 月例給・一時金・各種手当を取

り扱う総合的な見直しであるこ

とを踏まえ、職員各層から理解

を得られ、その意欲を引き出す

ものとすること。 

② 地方公務員等にも広く影響を与

える課題であることから、適宜

早い段階での情報提供を行うと

ともに、公務員連絡会と十分な

協議を行うこと。 

③ 地方における職員の処遇改善と

人材の確保にむけて、地域手当

の改善とあわせて、初任給近辺

の俸給月額引き上げを確実に行

うこと。 

④ 勤勉手当の「特に優秀」区分の

成績率の上限引上げについては、

それを実施すべき合理的な理由

を明らかにすること。また、引

き上げに当たっては、2022年10

月から施行されている改定され

た評価制度の検証を前提とする

こと。 

⑤ 新幹線通勤等に係る手当額見直

しについては、精確な官民比較

に基づき、確実に引き上げるこ

と。また、現在の通勤手当の問

題点を踏まえ、普通交通機関も

含めた総合的な見直しを行うこ

と。 

⑥ 採用時からの新幹線通勤・単身

赴任に対する手当支給について

は、採用全般を対象とするとと

もに、現在既に新幹線通勤や単

身赴任をしている者を対象とす

ること。 

⑦ 地域手当について、地域間格差

を縮小するとともに、「大くく
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りの調整方法」により生ずる課

題への具体的対策について、公

務員連絡会と十分交渉・協議す

ること。 

⑧ 扶養手当の見直しについて、経

過措置等を講ずるとともに、そ

の具体的な内容について、公務

員連絡会と十分交渉・協議する

こと。 

⑨ 現在再任用職員に支給されてい

ない手当について、定年前職員

や定年延長職員との均衡などを

踏まえつつ、各種手当の支給範

囲を極力拡大すること。 

⑩ のちの60歳前後の給与カーブに

関する課題の検討にむけて、60

歳以上の職員の給与に関しても

精確な官民比較を行うことを基

本に、中長期的な給与カーブ全

体のあり方について、公務員連

絡会と十分交渉・協議すること。 

⑪ 寒冷地手当や特地勤務手当など、

関連して見直しが実施される手

当について、地域事情等を十分

に踏まえて検討すること。 

 (３) 労働諸条件の改善について 

   ① 労働時間の短縮とワークライフ

バランスの実現にむけて次の事項

を実現すること。 

    ア 「特例業務」の範囲や「他律

部署」の指定の厳格化と各府省

に対する指導強化 

    イ 職員の過重労働の主な要因と

なっている要員不足の解消 

    ウ 11時間の勤務間インターバル

の確保 

    エ 育児・介護など両立支援制度

の改善と取得しやすい職場環境

の整備 

   ② ハラスメント対策にかかる体制

を強化し、幹部・管理職員に対す

る研修の充実、指導の強化をはか

ること。 

 (４) 非常勤職員等の制度および処遇の

改善 

   ① すべての非常勤職員等の給与を

引き上げること。 

   ② 改正「非常勤職員給与決定指針」

等に基づき、着実な処遇改善をは

かること。 

   ③ 2023年の勧告時報告に基づく

「非常勤職員制度の運用等の在り

方の検討」については、非常勤職

員制度全体を射程に入れた抜本的

な改善をはかること。 

   ④ 非常勤職員の休暇制度等につい

て、常勤職員との均等待遇をはか

るとともに、無給休暇を有給化す

ること。 

 

【2024人勧期闘争にむけた諸行動等の取り

組み】 

2. 2024人勧期闘争について、次の通り取

り組みを配置します。具体的な日程は発

文で指示します。 

 ① 人事院への要求提出 

  ・６月19日 

 ② ブロック別申入れ行動 

  ・7月中旬（予定） 

 ③ 全国統一行動 

   要求の実現にむけて次の通り設定し、

時間外職場集会を開催します。 
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  ・第１次全国統一行動 ６月20日 

   （対人事院要求提出の翌日） 

  ・第２次全国統一行動 ７月24日 

   （中央行動にあわせて） 

  ・第３次全国統一行動 ８月上中旬 

   （人事院勧告日の翌日） 

 ④ 中央行動 

  ・７月24日 東京（予定） 

3. 県本部・単組は、人勧期要求に関わる

職場学習会を実施するなどして情報共有

と取り組みを意思統一した上で、職場決

議または団体署名を実施し、6月30日ま

でに本部に提出します。 

  

【地方の実態と自主性を尊重した給与制度

を求める取り組みについて】 

4. 総務省は４月24日、「社会の変革に対

応した地方公務員制度のあり方に関する

検討会 給与分科会」の中間論点整理を

公表しました。その内容は、「地方公務

員の給与のあり方に関する研究会報告書」

（2006年）で考え方が刷新された「国公

準拠」の解釈について、あらためて当時

の考え方を振り返りつつ、主に地域手当

の支給地域について①都道府県単位化、

②圏域化、③市町村単位のそれぞれの課

題を併記し、中間的な整理をしたものと

なっています。分科会は引き続き８月下

旬の最終報告にむけて議論を続けること

とされています。 

 

【2024人事委員会勧告にむけた取り組み】 

11. （２） 

   ④ 「社会と公務の変化に応じた給

与制度の整備」の具体化にあ

たっては、一律に国の制度変更

に準じた扱いとすることなく、

自治体の実態を踏まえて主体的

に検討すること。とりわけ勤勉

手当の「特に優秀」区分の成績

率の上限引き上げは行わないこ

と。また、扶養手当、地域手当

については、引き下げを行わな

いこと。 


